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Tetsuya Kikuta

「グローバルトップティアに伍する
保険グループ」への進化に向け、

企業価値向上を加速させるステージへ

グループCEOとして、私がこだわりたいこと

2023年度始のグループCEO就任時に私は、2030年度に当社グループが目指

す姿として、「日本の保険業界の未来をリードする存在」に加え、「グローバルトッ

プティアに伍する保険グループ」を掲げました。その背景について改めてご説明

します。

長らく相互会社として歩んできた当社は、2010年に国内大手生命保険会社の

中で初めて株式会社となり、上場しました。その理由は、社会へ提供する価値

を増加させていき、企業としての持続的成長と中長期的な企業価値向上を目指

していくためには、株式会社という形態が最良であると判断したからです。私の

使命も、グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上を実現していくこと

にありますが、それを飛躍的な形で実現させていきたいというのが私のこだわり

です。

その分かりやすい目標が、上場から20年となる2030年度に、保険グループと

してグローバルトップティアの企業価値を目指していくということです。現時点

の時価総額で見ると、トップ10の水準はおよそ10兆円であり、2030年度にそこ

を目指していきたいと思っています。

そのために今何を成し遂げないといけないのか、これを外部環境の変化の見

通しも踏まえて、2030年度に目指す姿からバックキャストして考えることが、今

年度よりスタートした新たな中期経営計画（以下、「中計」）策定の立脚点でした。

過去からの延長線上の思考にとどまることなく、2030年度に目指す姿に向けて

必要な戦略を、スピード感をもって実践し、過去との非連続な取組みにも臆す

ることなく勇気をもってチャレンジしていきたいと思っています。

この度、企業理念を改定し、当社グループの存在意義を表すパーパスを新た

に策定したのは、上述した目指す姿の実現にグループ一丸となって挑戦するた

めです。「共に歩み、未来をひらく　多様な幸せと希望に満ちた世界へ」という

パーパスには、従来生命保険会社が提供してきたサービスの範囲を超えた「革

新的なサービス」の実現に挑戦し続けることで、お客さまの人生に寄り添う社会

インフラのような会社へと進化していく意志を込めています。
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資本コストを安定的に上回る 
資本効率を必ず実現する
冒頭で申し上げましたとおり、新中計は、当社グループが 

2030年度に目指す姿（「グローバルトップティアに伍する保
険グループ」「日本の保険業界の未来をリードする存在」）か
らバックキャストし、今後3年間で実現すべきことを具体化し
たものです。最終年度である2026年度に向けた最重要課題は、
前中計から取り組んできた「資本コストを安定的に上回る資
本効率の実現」であり、これは必ず達成したいと考えています。
そのためには、中計最終年度である2026年度に4,000億円
のグループ修正利益、10％の修正ROEを達成することが必
要です。国内においては、先ほどお伝えしたように、狭義の
生命保険会社から、幅広いサービス・価値提供を行う「保
険サービス業」に転換し、私たち自身が変わっていくことで、
さまざまなライフステージでお客さまの多様なニーズにお応
えし、お客さまの人生に寄り添っていくことが目標です。この
ことがご提供するサービスの対価を通じて財務価値の増加に
つながっていくと考えています。
資本コストの低減と資本効率の向上に向けては、市場リス

クの削減を継続します。特に、保有株式の時価上昇に伴い前
中計で増加した株式リスクの削減ペースを加速すべく、第一
生命が保有する国内株式について、保有時価の約30％に当た
る1.2兆円以上をこの3年間で売却する計画としています。
また、保険市場の大きな成長が見込まれる新興国を含め、
海外事業の比率を引き上げていくことは、グループ全体の資
本効率改善と事業成長に向けて不可欠です。ただし、国内事
業を縮小させる形で海外の比率を上げたのでは意味がありま
せん。国内事業もしっかりと成長させながら、成長スピードの
速い海外事業比率を2026年度には40%まで高めていきます。

国内ではデジタルを活用した、 
保障・資産形成サービスの提供を想定
前中計の振返りでお伝えしたように、生涯設計デザイナー

チャネルの新契約業績は回復を始めていますが、今後、市場
全体としては大きな成長が見込めない国内において当社グルー
プの持続可能な成長には、保障と資産形成・承継の両面から
ご提案を行っていくことが重要であると考えています。特に、
足元で国内金利が回復し、日本政府がNISAやiDeCoなどを通
じて資産形成を推奨している中、若年層を中心に資産形成へ
の関心が高まっています。20代、30代の若い世代のお客さま
のニーズにお応えするため、私たちの資産形成サービスや商
品開発・資産運用のケイパビリティを向上させることが重要と
考えています。保障性の生命保険に支払う保険料と資産形成

や投資に充てる資金とが同じ財布から出ていくため、お客さま
の家庭のご事情などに応じて、もしくは関心の度合いに応じて
保障と資産形成・承継の両面から、バランスを重視したコンサ
ルティングをご提供していく必要があります。
このような保障と資産形成・承継の両面からのご提案に際

しては、多様化しているお客さまごとのニーズに合ったご提案
を行えるよう、マーケティングの発想力を強化していくとともに、
お客さまとの接点を最適化し、満足度を向上させることを視
野に入れています。そのためには、IT・デジタル戦略の加速、
特に生成AIやデジタルデータの活用推進が重要であり、国内事
業の成否を左右するポイントと考えています。
そのため、2024年4月にフィゲン・ウルゲン氏を専門役員の

Chief Data and AI Officer（CDAO）として招き入れ、IT・デ
ジタル戦略を強化する体制を整えました。当社グループが保有
する膨大な情報を集約した顧客データ基盤の構築や、生成AIを
活用したお客さまへのコンサルティング力強化と生涯設計デザ
イナーの日々の活動へのサポート強化を実装し、顧客体験（CX）
と生涯設計デザイナーの生産性を大きく向上させていきます。

ベネフィット・ワンが生み出す、 
保険サービス業への流れ
国内事業の成否を左右するもう一つの重要な要素が、新た

に当社グループの一員となったベネフィット・ワンとのシナ
ジー創出です。
同社の買収に踏み切った背景には、福利厚生事業を営む同
社の強力なサービス・プラットフォームを獲得し、当社の保険
サービス業の領域を拡張するという戦略的な狙いがありまし
た。国内事業の将来については従前より深い社内議論を行っ
ていましたが、その中で、お客さまに体験価値をシームレスに
提供するためには、強力なプラットフォームの獲得や非保険
事業への展開が必要と感じていました。そんな中、ベネフィッ
ト・ワンに着目し、協業の可能性を社内で模索していましたが、
2023年11月に他社による同社へのTOBが公表されました。私
たちにとっては青天の霹靂でしたが、取締役会や若手を含む
社員の意見も踏まえ、ベネフィット・ワンが唯一無二の存在で
あり、代替できる会社がないとの判断から、TOBの提案を行
う決意を固めました。他社のTOB公表後約2週間という短期
間で当社の提案を提出しましたが、それまでのスタディがあっ
たからこそ、迅速な対応が可能だったのです。
ベネフィット・ワンは2024年3月末時点で約1,000万人の
会員を有していますが、当社のサポートにより、当初3年間で
約200万人の新規会員獲得を見込んでいます。こうした短期
的なシナジーに加えて、将来的には、給与天引きサービス
である「給トク払い」を起点として、保障、資産形成・承継、

ロナウイルスや第一生命において過去に発生した金銭不正取得事
案に伴う生涯設計デザイナーチャネルの運営変更の影響等により、
前中計期間中の第一生命の新契約業績が大幅に落ち込みました。
しかしながら、第一生命では2023年12月に久しぶりに新商
品をリリースし、お客さまからご好評をいただくことで、長らく
低迷していた生涯設計デザイナーの活動量も大幅に増加し、
新契約業績の回復基調が鮮明となっています。第一生命の生
涯設計デザイナー1人当たりの営業成績は、前中計末（2024
年3月末）時点でほぼコロナ禍前の水準まで回復してきています。
一方で陣容に関しては、より良質な生涯設計デザイナーを確保
するため、過去毎年6,000～7,000人であった採用数を4,000
人程度に厳選する方針としたことで、コロナ禍前の約4万名台
から3.4万名程度まで減少しています。そのため、第一生命全
体としての営業業績をコロナ禍前の水準に完全に回復させるた
めには、生涯設計デザイナー1人当たりの生産性をここからさ
らに向上させていく必要があります。生産性向上に向けては、
AIをはじめとするテクノロジーやデータの利活用を早期に実装
していくことが重要であると考えています。 
第一生命の生涯設計デザイナーチャネルの新契約業績回復に

向けた施策に加え、国内でのアイペット買収、海外での新たな
進出国であるニュージーランドにおけるパートナーズ・ライフの
買収など、事業ポートフォリオの改善に取り組んだほか、CXO
制度の導入・拡大を行い、事業領域の広がりに合わせた、多様
性に富む専門性の高い経営チームを組成しました。これらの取
組みにより、2024年度からの新中計期間において、当該期間中
における資本コストを安定的に上回る資本効率の実現をはじめと
する重要課題への対応の土台がいよいよ整ったと考えています。

新中計以降の企業価値向上に向けた 
土台を形成
前中計「Re-connect 2023」の3年間について私たちは、資

本市場からの評価が割安であるという自己認識からスタートし
ました。その評価が割安のままでは、株式会社化を決意した際
の本意が遂げられないと考えたからです。割安の主要因の一つ
は、資本効率（修正ROE）が資本コストを下回っていることで
あるとの認識から、その関係性を近い将来に逆転させるべく、
取組みを進めました。
資本コストについては、3年前に10%との自己認識を開示し

ましたが、前中計期間において市場関連リスクの削減を強力に
推進した結果、前中計終了時点で9%程度まで低減できました。
その一方で、資本効率は8%程度と、依然として資本コストを
下回っています。
グループ修正利益の約7割を占める国内事業において、新型コ

  前中計の振返り：未来への扉を開く  

お客さまの人生に寄り添う社会インフラのような会社になる
うえで私たちが目指すビジネスモデルは、従来の狭義の生命
保険にとどまらないサービス提供を通じて、幅広い体験価値を
お届けすることです。具体的には、「保障」「資産形成・承継」
「健康・医療」「つながり・絆」の4つの柱を中心に、お客さま
に幅広い価値を提供していくことを目指します。
このようなビジネスモデルの転換の背景・狙いをお伝えさせ

て頂きます。
従来、伝統的な生命保険会社は、将来の万が一の不安や病

気、長寿社会における老後の資金不安などに対する保障を提
供する役割を果たしてきました。しかしながら、生き方の選択
肢や人々の価値観・抱える不安が多様化する現代社会におい
ては、私たちがお客さまにご提供する商品やサービスも、その
変化に合わせて変えていく必要があると考えています。

また、これまで生命保険会社が提供してきたサービスは、
お客さまが長期にわたって契約を続けていただくことが前提で
あり、保険金や給付金、年金の支払い事由が発生しない限り、
保険会社から提供されるサービスの頻度は限られていました。
しかしながら、生命保険に限らない幅広いサービス・価値提
供を行うことで、お客さまのさまざまなライフステージに亘っ
て広範な接点を持つことができ、より一層お客さまの人生に寄
り添うことができます。
このような、従来型の保険業から、生命保険「も」提供する

「保険サービス業」への転換によって、お客さまの豊かで幸せ
な人生（Well-being）にこれまで以上に貢献できると確信し
ています。その結果として、お客さまと社会からご支持をいた
だき、当社事業も成長させていくことができると考えています。

  変化を恐れず、伝統的な「保険業」から「保険サービス業」へ    2030年度に目指す姿へ向けて、新中計で実現すべきこと  
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健康・医療等の体験価値に係る当社グループの商品・サー
ビスをベネフィット・ワンのプラットフォームを通じて提供し、
グループ全体の利益成長につなげていきます。このようなシ
ナジーの発現に向けて、グループの総力を挙げて全力で取り
組んでいきます。

伸びしろのある海外では、 
生命保険事業で成長を図る
海外事業は私たちの成長エンジンとしてとても重要な位置
付けにあります。海外事業がグループ修正利益に占める割合
は現在約30％ですが、2026年度には40％、2030年度には
50％超を目指しています。日本は少子高齢化が進む中で人口
が減少していますが、米国やアジアの多くの国では人口が増
加しており、これらの地域で生命保険事業を中心に成長を実
現していきたいと考えています。
具体的には、すでに高いマーケットシェアを誇っているオー

ストラリアや、米国、ベトナムなどでスケールをさらに拡大し、
他の進出国においても上位5位以内のポジションを目指しま
す。また、それぞれの国の特性に合わせて最適な販売チャネ
ル（営業職員、銀行など）を拡大していきます。例えばイン
ドでは銀行とのパートナーシップを強固なものにするとともに、
営業職員チャネルについても強化していく予定です。米国で
は引き続き米国子会社プロテクティブが得意とする買収戦略
を推し進めます。2024年4月にはニューヨーク州を中心に団
体保険事業を展開するShelterPoint社の買収を決定しました。
海外事業については、全体戦略は持株会社で策定しますが、
個々の国の事業は現地の経営陣に経営を任せるアプローチを
採用しています。当社は目に見える製品を販売しているわけ
ではなく、各国の保険規制や現地のお客さまのニーズに適応
したサービスを提供する必要があります。そのため、現地の
保険業界に精通した優秀な経営陣の確保が重要で、当社は
ガバナンスを効かせるとともにサポートを提供し、実際の経
営は現地の専門家チームに任せることが基本です。なお、当
社グループのグローバル化をより一層加速させる観点から、
2024年7月には、オーストラリア子会社TALで長年CEOを務
めたブレット・クラークを持株会社の専務執行役員とすると
ともに、アジアパシフィック地域事業を統括する責任者に任
命しています。
このように海外事業を成長させる基盤は整って来ていますが、
目標を達成するためには、オーガニックな成長だけでなく、イ
ンオーガニックな成長、すなわちM&Aが不可欠です。米国や
アジアパシフィック地域の既進出国における追加的な買収機会
を引き続き追求するほか、今後の高い成長が見込めるアジア
地域における新規進出についても模索していきたいと考えてい
ます。

発揮し、そしてグループ内で最適な役割を最適な事業会社
が担うことができるよう横串を刺していく必要があります。

CXO制と事業オーナー制は、海外事業の拡大においても
重要な役割を果たします。グローバルな視点でグループ全体
を見渡す役割を担うCXO・事業オーナーは、グローバルな
視点での競争力を一層強化し、当社グループがグローバル
トップティアのプレーヤーと成ることに大きく寄与すると考え
ています。

2030年度に目指す姿を見据えた 
財務・資本戦略
財務・資本戦略についても2030年度に目指す姿からバッ

クキャストして策定しています。資本コストを安定的に上回
る資本効率が実現するまでは株主還元を戦略投資よりも重視
し、前中計の総還元水準を維持する方針です。戦略投資とし
ては新中計3年間で3,000億円程度を想定し、海外事業やア
セットマネジメントに重点を置き、グループ全体の資本効率
と成長性を向上させるM&Aを実行していきます。一方で、次
期中計期間以降のタイミングを想定していますが、資本コス
トを安定的に上回る資本効率が実現した後には、成長投資に
シフトして利益成長を重視した取組みを加速させていきます。
その際には、株主還元の内訳としても、自己株式取得は徐々
に縮小しつつ配当にシフトし、次期中計期間中には配当性向
を50%に引き上げていくことを展望しています。
このような透明性の高いロードマップ型の財務・資本戦略
によって、2030年度に目指す姿に向けた企業価値向上を実
現していきます。

最適な資本循環を促す 
マトリクス型の経営管理体制

2023年4月の社長就任以後、CXO体制を順次拡充すると
ともに、各事業をグループ視点で統括する「事業オーナー」
を新設しました。このマトリクス型の経営管理体制は、新中
計がスタートした2024年4月から本格的に稼働し、機能す
る段階に入っています。この体制は一見すると、意思決定
プロセスを複雑化するように見えるかもしれませんが、事業
オーナー・CXOと各事業会社トップで健全なコンフリクトを
引き起こし、グループ全体の視点で最適な戦略や課題の見
える化を推進するために採用しました。
例えばCXOや事業オーナーがいない場合、持株会社の傘

下に各事業会社が単純に配置される形となり、事業会社は
自社にとって最適な戦略や戦術を選ぶことになります。その
結果として、各事業会社が既定路線の取組みや過去の成功
体験に過度に固執するあまり、抜本的な変革が進まない、
あるいは非効率なビジネスが温存される可能性があります。
効果的・効率的に資本循環経営を進めていくにあたり、成
熟して多くの資本を必要としなくなったビジネスから、今後
資本が必要な成長ビジネスや資本効率の高い事業に経営資
源を再分配していくことが持株会社の最大の役割です。グ
ループ全体としての最適を、スピード感をもって実現するう
えで、事業オーナーやCXOが重要な役割を担います。また、
国内外でグループ会社の数が増えている中で、各事業会社
が独立して個別に運営することは非効率であり、各事業会
社間でベストプラクティスを共有し、グループ内シナジーを

グループ企業理念とコア・マテリアリティ
の浸透で、本質的な求心力を

2024年度から始まる新中計の策定にあたって、前述した
企業理念体系の刷新に加え、コア・マテリアリティ（当社グルー
プが優先的に取り組む重要課題）の策定を行いました。この
ような経営の基盤に関わる決定が、新中計の人財戦略や従
前から取り組んでいるガバナンスの強化と相まって、2030年
度に目指す姿の実現に向けてグループの役職員を大きく一つ
にまとめる推進力になると考えています。
新中計とともに新たに策定した理念体系は、すべての社員

自らが共感・共有し自分ごと化することで本質的なグループ
への求心力を生み出し、そして私たちの存在意義を社会にコ
ミットメントするためのものです。そのため、国内外の従業
員や役職員、幹部も含めて、皆が参加して一緒につくり上げ
ました。このプロセスを通じて、理念体系の内容やそこに込
めた想いが、グループ内で深く共有されています。
また、当社グループには従来14個のマテリアリティがあり

ましたが、優先課題をより明確化するため、新中計策定と同
時期に改めて重要課題を整理し、大きく“Financial Well-
being for All”“Healthy People and Society”“Green 
Leadership”“Proactive Governance and Engagement”
の4つにまとめました。社会にとって良いことを総花的に掲げ
るのではなく、当社グループの理念体系と事業にしっかりと
連動させ、実効性のある形で優先課題を絞り込んでいます。
実際、事業オーナーとCXOが中心となり、新たに策定したコ
ア・マテリアリティを、意識して事業戦略に落とし込む取組
みをすでに始めています。このようなコア・マテリアリティに
基づく事業活動等によって社会価値と経済価値を共に生み出
し、社会にポジティブインパクトを与えながら当社の財務・
非財務の経営基盤を持続的に強化していきます。

理念体系やコア・マテリアリティの改定・策定はグループ
全体としての大きな方向転換を示していますが、従業員一人
ひとりがこれを感じ取り、具体的な変化を起こしていくことが
重要です。共感を伴った理念の共有が、戦略の実行におい
て強力な動機となり、全員が一体となって前進する力になり
ます。私自身もタウンホールミーティングなどを通じて、新た
なグループ企業理念とコア・マテリアリティを改めて説明し、
理解から実行のフェーズへの移行を後押ししていきます。

多様性に満ちた、人財のサファリパークに
2030年度に目指す姿の実現に向けて、多様な人財がそれぞれ

の可能性を最大限に発揮するための人財戦略は大変重要であると
考えています。事業領域が拡大する中、スピード感を持って変革
と成長を実現するため、外国籍の方や外国出身者を含め社外から
も経営幹部を積極的に登用し、多様な視点と専門知識をもたらし
てもらっています。私は「人財のサファリパーク」を目指したいと
言っていますが、これは多様性を持った人財が自由にアイデアを
出し、創造的な仕事を行える環境が生産性の向上につながるとい
う考え方に基づいています。もちろん、一定のルールやインテグリ
ティは存在し、その中で個々の創造性を最大限に発揮できるよう
な企業風土をつくり上げることが大切だと感じています。
また、デジタル技術やAIについては、特に成熟した国内事
業における当社グループの強みを明確化するカギであることは
言うまでもありません。加えて、テクノロジーの進化により新
たな競争相手が出現するリスクもあると考えており、そのリス
クに対し当社はアジャイルに対応し、常に最先端のテクノロ
ジーを取り入れる不断の努力を続けていく必要があります。そ
のためには、専門人財の獲得とリテンションが不可欠で、これ
を実現するために、魅力的な企業風土や適切な処遇を提供し、
活躍できる環境を整えています。

  目指す姿への推進力となる、サステナビリティ経営  
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先ほどお伝えしたように、2022年度からCXO制度を導入・
拡充していく中で、専門性の高い外部の人財を役員に登用し
ています。これにより、経営チームに外部の視点を取り入れ、
より迅速で適切な意思決定が可能となりました。役員以外で
もキャリア採用を積極的に行っており、新規採用社員の約4割
がキャリア採用となっています。
今後も、女性活躍推進を含め、人財のダイバーシティを一

気に加速させ、それにグローバルな視点と強固な経営基盤を
融合させることで、最先端のテクノロジーを自在に活用できる
企業、すべてのステークホルダーに対して持続的に価値を提
供できる企業を目指していきます。

グループ一丸となって 
企業価値の向上を目指す

2024年5月に当社は社員向け株式報酬制度を導入しました。
前述のとおり、当社は相互会社として創業後、長らく相互会
社形態を取っておりましたが、2010年に株式会社として上場し、
2016年からは持株会社制を導入しました。持株会社の社員に
は株式会社としての意識が浸透していますが、グループ内の
事業会社の社員にとっては、株式会社化が日々の仕事にどの
ように影響するかが実感しにくい状況が続いていました。
そこで、全社員が企業価値の向上に貢献する共通認識を持

つために、企業価値が増えた分を社員にも還元する株式報酬
制度を今年度導入しました。対象は、生涯設計デザイナーを
含む約5万人の社員です。かなり大規模な取組みですが、これ
によって目指す姿への求心力とモチベーションがより高まり、
グループ一丸となって2030年度に目指す姿へ自走していくこ
とができると考えています。

終わりに
グループCEOに就任後、投資家の方々をはじめとする社外
のステークホルダーの皆さまや、国内外でのタウンホールミー
ティングにおける社員との対話を通じて、改めて第一生命グ
ループを俯瞰してみる機会を得ました。そこで感じるのは、変
革の重要性と変革への期待です。
「日本の保険業界の未来をリードする存在」「グローバルトッ
プティアに伍する保険グループ」という2030年度に目指す姿を
実現していくには、時価総額という視点でも過去の水準を2倍3
倍にしていく必要があり、スピード感と大きな変化の規模が必
要です。私たち一人ひとりが常識を疑い、現状維持バイアスか
ら脱却して真に効果的な道筋を考えて行動していく必要があり
ます。その一つの表れが、保険業から保険サービス業への変革
や、それを加速させるベネフィット・ワンの買収であると思って
います。ベネフィット・ワンの買収決定には、会社の変革に対
する若手社員の熱意も大変大きな役割を果たしました。
世界10カ国に展開する6万人のグループ社員が、新たに策

定したパーパスのもと、「2030年度に目指す姿」に向かって
挑戦と変革にワクワクしながら取り組むことは必ず大きな成果
をもたらすと確信しています。私は、第一生命グループはそれ
を実現できる変革のDNAを持っている企業であると思っていま
す。また、そのような挑戦と変革を後押しするのが私の役割で
すし、私自身も勇気をもって企業価値向上に向けた変革を進
めていく決意を固くしています。
皆さまのご期待にしっかりとお応えし、より一層皆さまに必

要とされるグループに変革していきます。引き続きのご支援を、
どうぞよろしくお願いいたします。
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グループ経営管理体制
主要コーポレート機能を統括する「CXO」を2022年度から導入・拡充し、外部登用も含めて実効性を高めてきたこと
に加え、2024年度には主要事業を統括する「事業オーナー」を新設し、双方の機能を有機的に組み合わせたマトリク
ス型の経営管理体制を持株会社に構築しました。CXO・事業オーナーが各グループ会社のマネジメントと密接に連携す
ることで、各社の成長とグループ横断的な事業・ガバナンスの強化を図り、企業価値の向上を加速させていきます。

海外グループ各社トップマネジメント

プロテクティブ

Richard J. 
Bielen

TAL

Fiona 
Macgregor

第一生命ベトナム

Dang Hong 
Hai

第一生命カンボジア

Mah Kin Yoong

スター・ユニオン・第一ライフ

Abhay Tewari
オーシャンライフ

Nusara Banyatpiyaphod
パニン・第一ライフ

Fadjar Gunawan

パートナーズ・
ライフ

Michael 
Weston

第一生命ミャンマー

Zarchi Tin

海外グループ会社のCEO等で構成されるグローバル・リーダーズ・コミッティでの議論の様子
（グループの経営戦略・事業戦略等に係る議論や理念・方針の共有を実施）

マトリクス型の
経営管理体制

事業推進機能 （事業オーナー）

2024年度新設

CRO　大橋 秀行
（リスク管理）

CSuO　曽我野 秀彦
（サステナビリティ）

CCmO　和田 京子
（コーポレートコミュニケーション）

CCpO　幸津 ウェブスター 
（コンプライアンス・法務）

CCXO (Japan)　北堀 貴子
（お客さま満足度・品質向上（国内））

CHRO　沼田 陽太郎
（人財戦略）

コーポレート機能 （CXO）

2024年度新設

CDAO　フィゲン・ウルゲン
（データガバナンス・AI活用推進）

CIAO　庄子 浩
（監査）

国内保障事業オーナー
合田 真

海外生保事業オーナー
山口 仁史

資産形成・承継事業オーナー
飯田 貴史

新規事業オーナー 
甲斐 章文

CEO　菊田 徹也
（Chief Executive Officer）

CIO/CDO  スティーブン・バーナム
（ITガバナンス・DX）

CFO　西村 泰介
（財務・資本）

 

※2024年10月1日付けでCEO就任予定
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2026年度に
実現したい姿

•資本コストを安定的に
上回る資本効率の実現

•保険サービス業への変革に
向けた基盤構築

•グループ修正利益 4,000億円
• 2023年度始時点の時価総額

(3兆円）からの倍増

バッ
クキャ

スト

2015

2,046億円

2019 20232017

2,432億円

2021 20242016

2,101億円

20202018

2,363億円

2022 2026 2030（年度）

長期ビジョンと
その実現までのロードマップ
第一生命グループはこれまで持株会社体制への移行や国内外の買収を通じた事業ポートフォリ
オの改善など、その時々の経営環境に向き合い、最適なアクションを実行することで確固たる
事業基盤を構築してきました。2030年度に目指す姿からバックキャストして策定した新中期経
営計画を着実に遂行し、従来の生命保険業の枠を超えた保険サービス業への変革を通じてお
客さま・社会に貢献し、持続的な成長を実現してまいります。

グループ修正利益

2,745億円
3,193億円

2.4兆円

3.7兆円

2,961億円2,828億円

1,705億円

4,000億円
（目標）3,400億円

（見込み）

6,000億円
（目標）

結束を強め
変革へ挑戦
成果：資本循環経営の推進による戦略投資
の実行および株主還元の充実、国内外での
買収を通じた事業ポートフォリオの改善

課題：国内新契約業績の回復、海外事業に
おけるマクロ環境変動に伴う利益ボラティ
リティの拡大
▶P.35

2021-2023

Well-being 向上への
貢献を通じた成長へ
成果：ヘルスケアや少短保険など新たな領域
への展開着手、従来の延長線上にはない市
場リスク削減等による健全性指標の改善

課題：お客さま視点に基づく国内保険事業
の抜本的転換、高資本コスト低資本効率か
らの脱却、グループ運営のグローバル化

2018 -2020

持続的価値創造の実現
成果：持株会社体制への移行や多様なお客
さまニーズに機動的に対応する国内3生保
体制の確立、海外事業の展開加速

課題：超低金利環境の長期化を見据えた
ERMの強化や成長分野、イノベーションへ
の財源供給

2015-2017

6兆円
（目標）

10兆円
（目標）

1.6兆円

2.4兆円 2.3兆円

1.8兆円
1.6兆円

2.3兆円

2.8兆円

時価総額

目指す姿
2030年度に

•グローバルトップティアに
伍する保険グループ

•日本の保険業界の未来を
先導する存在

次期中期経営計画

新中期経営計画

2024-2026

バッ
クキャ

スト
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られるようにする「深化」と、新しい事業を立ち上げる「探索」

とは異なる活動であり、ともすれば深化に取り組む社員と探

索に取り組む社員とが、お互いに相手の活動のことを羨まし

く思うことがまま起こります。それでは会社全体として成長へ

の強いモーメンタムをつくることはできません。そのため、こ

の2つの活動を感情的にしっかりと結び付けるパーパスが必

要でした。

過去、私が他企業の経営を担っていた時に大規模なM&A

を行うにあたり、企業文化の融合が課題として挙がったこと

があります。その際に、企業文化とは何なのか改めて考えて

定義をしました。企業文化とは、会社に長年かけて培われて

きた「行動のパターン」だと考えています。第一生命グルー

プが2030年度に目指す姿を実現するために、この「行動の

パターン」をどう変えていくのかが重要です。中計策定前に

パーパスの議論を行ったことは、その礎になることから大変

有意義だったと思います。

増田：パーパスの議論で良かったのは、国内だけでなく、海

外も含めたグループ会社の社員と一緒になって考えたことだ

と思います。パーパスは内容も大事ですが、策定する過程も

極めて重要です。社員の皆さんで決めたのですから、自分た

ちのパーパスという実感が伴います。

稲垣：時代とともに社会課題が変わる中で、お客さまにとっ

て変わらないパートナーであるためには、私たちが変わり続

けなければなりませんが、変われない部分と摩擦が起きて、

社員のモチベーションダウンなどにつながるということが過去

にはありました。ですので、パーパスで自分たちの存在意義

をもう一度確認し合ったところが、今回の新中計の広がりに

つながり、それが社員一人ひとりの行動にも必ずや良い影響

が出ると、私も思っています。

新貝：おっしゃるとおりですね。そして、菊田さんが掲げた

財務目標を達成するためには、今お話の出たパーパスの議論

に加えて、コーポレート・ファイナンスの視点からの議論が、

中計策定にあたって絶対に必要でした。すなわち、目標達成

のためには、資本コストを安定的に上回る資本効率の実現に

加えて、資本市場に成長期待を持っていただく必要があると

いう視点です。

具体的には、前中計で金利リスクをかなり低減させて資本

コストを下げ、修正ROEを一定程度上げることには成功しま

したが、保有株式時価の増加に伴い株式リスクはむしろ増加

したことから、新中計では株式リスクをしっかりと低減させ市

場リスクを下げ、資本コストをさらに引き下げることが重要で

す。また、資本市場の成長期待を引き上げるためには、海外

2023年度の取締役会の議論

稲垣：2023年度の菊田さんのサクセッションを経て、持株会

社と第一生命のトップの兼任が解かれ、2024年度からスター

トする新中期経営計画は新体制下で議論を進めました。私た

ち取締役のミッションは菊田さんのビジョンを理解し、第一

生命グループの可能性を最大限に発揮するためのリスクテイ

クを後押しすることですから、菊田さんが目指す姿からバック

キャストして議論を進めましたね。その結果2023年度の取締

役会は21回の開催となりました。

新貝：今回特筆すべきは、稲垣さんもおっしゃった2030年度

でのありたい姿からバックキャストをして、今何をすべきか討

議した点だと思います。これまでは、ともすれば今の延長線

上の議論が多かったように思いますが、2023年度の議論は

違いました。

最初に2023年度の取締役会の議論を振り返っておくと、財

務・資本戦略、国内事業戦略、海外事業戦略、事業のリス

クマネジメント、市場リスクのマネジメント、人的資本をはじ

めとするサステナビリティと多岐にわたるものでした。また、

2030年度を展望して、私たちは何のために存在しているのか

というパーパスの議論も避けることができませんでしたし、ベ

ネフィット・ワンのM&A、CXO・事業オーナーのマトリクス経

営の是非と、本当に盛りだくさんのアジェンダで、自由闊達

な取締役会の議論が進んだと感じています。

増田：私は指名諮問委員会の議長として、菊田さんを指名す

る立場にあったわけですが、菊田さんがCEOに就任したこと

は歓迎すべきことだった思います。彼が最初に述べた「2026

年度までに時価総額を3兆円から6兆円に、2030年度には10

兆円にする」という分かりやすい目標設定が、投資家を含め

たステークホルダーに対して効果的でした。「そこまで言うの

か」という思いもありましたが、その分かりやすさが、私たち

が成すべきことの明確化につながったと感じています。

パーパスの策定と新中期経営計画

稲垣：前中計「Re-connect 2023」では「深化」と「探索」の

2軸で進めたわけですが、新中計ではそれを超えて、「存在意義」

から議論をスタートできました。結果的に「共に歩み、未来を

ひらく　多様な幸せと希望に満ちた世界へ」というパーパスを

策定しましたが、十分にこの議論を行えていたからこそ、ベネ

フィット・ワンのようなプラットフォームを通じて、お客さま一

人ひとりの人生を支えるという発想につながったと思います。

また、菊田さんが示した財務的な価値、特に時価総額を倍

増させるという明確なビジョン、そして足元の利益水準の確保

とともに将来の成長期待を高めることを通じてPERを引き上げ

るという世界観が社内外にしっかりと伝わったと思います。

新貝：やはりコーポレート・ファイナンスと企業文化の両方

が重要ですよね。企業文化の礎となるのはパーパスです。社

内取締役からも社外取締役からもパーパスについての議論が

必要だという意見が出ました。元々は企業ブランドの議論か

ら出発したのですが、これは存在意義に立ち戻らないと、私

たちのブランドを深化させていくことができないし、事業ドメ

インの議論も進まないと皆気づいていたからです。パーパス

は単なる言葉遊びではなく、社会課題に刺さるようなもので

なくてはならず、その点に関する議論がまず重要でした。加

えて、会社を永続・発展させていくために、自分たちの事業

ドメインをどのように定義するかも極めて重要です。私はいつ

も言うのですけれども、かつて存在した米国の「鉄道王」の

ようにパーパスに立ち戻ることなく事業ドメインを狭く定義し

てしまうと、事業を拡張して成長する機会を失いますし、衰

退につながります。

加えて、既存事業についてよりしっかりと利益を上げ続け

2023年度の取締役会では、菊田CEOが掲げた
「2030年度に目指す姿」からバックキャストする形で、

パーパスや新中期経営計画の策定など多岐にわたる議論が行われました。
今回、取締役会長と社外取締役で座談会を実施し、2023年度を振り返りました。
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K
oichi M

asuda

Yasushi Shingai

日本公認会計士協会会長を経て、 同相談役。
2016年より当社社外取締役（監査等委員）に
就任。 取締役会などで財務に関する知見を活か
し客観的な視点から積極的に意見を提供し、
経営を監督・監査する役割を担っている。

増田  宏一
社外取締役

日本たばこ産業株式会社で、長年にわたり経営
者として企業変革、 大規模M&Aによるグロー
バル化を推進。 著書に『JTのM&A』がある。
2019年より当社社外取締役に就任し、取締役
会などでグローバルな視点から経営の監視・監
督、アドバイザー役を務めている。

新貝  康司
社外取締役

事業の成長だけではなく、マザーマーケットである国内事業

の利益水準を維持あるいは成長させられるのだということを

お示しすることが重要です。日本での人口減少、少子高齢化

の急速な進展は、1980年代末の時点で、経営学者のドラッ

カーが言う「すでに起こった未来」でした。その中で、4つの

体験価値に基づいて、国内の保険事業をどのように梃入れし、

成長させられるのかという議論が、ベネフィット・ワンの買収

につながりました。

増田：第一生命は、この十数年で相互会社から株式会社化し

て上場し、そして持株会社制へ移行する等、大きな変革を遂

げてきましたが、これらの変革は、生命保険以外のサービス

も幅広くご提供する「保険サービス業」への変革や海外展開

を見据えてのことでした。2023年度の取締役会での議論は、

ある意味私たちが原点に立ち返り、当初の目標を徹底的に実

行する段階に来たことを示すものだったかもしれません。

新貝：私たちは、株式会社化し、持株会社制へ移行したこと 

で、保険会社にとどまらない視点を持てるようになりました。

この器を最大限に活用したいというのが、新しいパーパス、

そして新中計ですね。

ベネフィット・ワンM&Aの経緯

新貝：まず経緯を簡単に振り返りますと、2023年8月に、プ 

ラットフォーム構築の必要性、方法論と買収対象となり得る

企業について執行側から案出しがなされました。すなわち、4

つの体験価値、特に「つながり・絆」と「健康・医療」を推

し進めるためには、プラットフォームを持つ必要があり、方

法論としては、自前でプラットフォームを作る方法と、外部リ

ソースを活用する方法がある中で、外部リソースを活用する

際のベストな候補としてベネフィット・ワンが挙がりました。

パソナ社がベネフィット・ワンを将来的に売却するかもしれ

ないとの情報に接したので、11月下旬にアポイントを取って

いたのですが、その間にエムスリー社によるTOBの話が持ち

上がり、取締役会として、計4回の長時間に亘る、しかしイン

テンシブな議論が必要となりました。緊急ではありましたが、

執行側は以前からベネフィット・ワンと関係を構築していまし

たし、準備が整っていたため迅速に対応できました。

議論のポイントとしては、4つの体験価値に基づく保険サー

ビス業への拡充の方法論とそのエコシステム構築に買収とい

う手段が適切なのか、100％買収する必要性があるのか、

TOBの意向を表明した後にどれだけの情報を集められるのか、

買収後のシナジーがどの程度のものなのか、経済産業省から

「企業買収における行動指針」が出ているとはいえ最終的に

同意なき買収にまで踏み込むのか、買収後のシナジーを最大

化するためのグループガバナンスはどうするのか、約3,000億

円の買収を行った後も、資本コストを上回る資本効率を実現

するまでは株主還元を充実させるとの株主の皆さまへの約束

を実行することは可能なのかなど、多面的な視点で討議し、

意義のある議論ができたと感じています。

増田：私も今回の買収は重要で意義のあるものだと考えま 

した。一方で、過去の買収対象は保険会社でしたが、今回は非

保険領域であり、買収後のシナジー効果やPMIがうまくいくのか

という点や、買収額約3,000億円の大部分が無形資産ののれん

になることが財務的観点から容認できるのかといった点からのリ

スクを考慮しました。しかしながら、本案件の希少性が非常に

高いことから、乗り越えるべき課題は多いものの、執行が覚悟

を持って買収を進めるべきというのが取締役会の意見でした。

私は監査等委員でもあり、今後の運営やシナジー効果を監

視していく必要があります。これからが肝心であり、お互い

に成長し、企業価値が高まることを期待しています。

また、今回の同意なきTOBは、日本の大手生命保険会社

が行ったことで大きな注目を集めましたが、経済産業省のガ

イドラインに則って適切に進めた点がマスコミからも高評価を

受けました。このような挑戦は、日本の閉塞した状況を打破

するために必要だったと感じています。

稲垣：同意なき買収に関しては、ベネフィット・ワンにとって

も価値を創出できるプランであり、単なる財務的な取引では

なく、事業の親和性にも説得力がある内容だったので、取締

役会として承認しました。

社外取締役の皆さまには、短期間で複数回集まっていただ

き、深い議論ができたことに感謝しています。企業文化の相

違への対処やPMI・バリューアップをどのように行うか、そし

て投資効果の予測といった定量面から多くの課題を出してい

ただき、それに対して執行側がしっかりと宿題に応えたことで、

実のある議論になりました。もともとM&Aの専門チームの必

要性は認識しており、メンバーも選出していたので、2023年

の夏ごろに社内のリソースを集め、急ピッチでチームが組成

されました。短期間で執行側の検討を進めてくれた菊田さん

のリーダーシップには感謝しています。

菊田さんは、ベネフィット・ワンの白石社長と何度か会い、

将来像が一致しているか、ベネフィット・ワンの経営陣とどの

ように協業していくのかなど、議論を行いましたが、取締役

会でもこれらの点が重要であるとの指摘がなされました。重

要なポイントについて執行側と意見が一致したことで、取締

役会も安心感が得られました。

増田：ベネフィット・ワンの議論は白熱し、社外取締役だけ

でなく社内取締役からも多くの質問が出ました。執行側は時

間がない中で集中して対応し、準備も大変だったと思いますが、

納得できる回答を出してくれました。その結果、取締役会で

買収を承認することができたと思います。

新貝：今回の買収は、従来の保険会社の買収とは異なります。

言うなれば全く違う事業ドメイン買収で、1足す1を3や4にす

ることを目指していますから、100％子会社化する中で、何

を任せて何を自分たちで管理するか責任権限を明確にするこ

とが極めて重要でした。ベネフィット・ワンの成長力をさらに

拡大し、私たちとのシナジーを増大させるために、どのよう

なグループガバナンスと契約関係を持つべきかについても、

しっかりと議論ができたと思います。

ただし、TOB予告前には、デューディリジェンスが行えな

かったため、必要とする情報の一部に不確定な要素があり、

これを予告後どう埋めていくかが極めて重要でした。また、

ダウンサイドリスクをどのように最小化するかと、買収後の経

営をどうするかという2点が私にとって極めて重要な関心事で

した。それらに対して菊田さんがどれくらいコミットしている

のかが重要な判断のリトマス試験紙でしたが、十二分に執行

側としてコミットしてくれたと感じます。

増田：デューディリジェンスが完全な形では行えなかったと

いう点について一つ加えると、ベネフィット・ワンは当時上場

企業であり、一定の信用があると考えていました。そして実際、

事後的なデューディリジェンスでも大きな差異は出てきません

でした。この点については安心していただいて良いと思います。

TOB予告の後に取締役会からさらに調査を進めるよう求め

る質問も出ましたが、その結果、ベネフィット・ワンから直接

受領した情報をもとにさらに議論が深まり、リスク量と期待す

るシナジーが明確になって良い結果が得られました。

新貝：ベネフィット・ワンも上場企業として、株主の利益を

守る責任がありますから、先方の社外取締役を中心に構成さ

れる特別委員会が、私たちの提案が適切かどうかを評価する

にあたり、買収によって、いかなるシナジーがどの程度発揮

できるのかについても、情報交流を通じてしっかり対話するこ

とができました。

2030年度に目指す姿に向けて取締役による座談会Messages to Our Stakeholders
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コーポレートガバナンスの進化

稲垣：2023年度は社外取締役と第一生命ホールディングスお

よび第一生命の執行役員が自由に対話する機会を積極的に設

けました。これにより、取締役会に上程される付議事項だけ

でなく、現場の意見や執行役員がどのような考えで事業経営・

機能強化を行っているかについて社外取締役に触れて頂いた

ことは取締役会での議論に深みをもたらしたと考えています。

取締役会で納得できている点は執行側に任せ、課題だと感

じた点についてはしっかりと時間を取って議論するという、メ

リハリのある運営ができたと思います。このような取組みによ

り、取締役会の実効性は向上してきました。このように社外

取締役が主体的に関与してくださったことが、ガバナンスを

さらに前進させる大きなドライビングフォースとなったと感じ

ています。

新貝：2023年度は、経営執行に携わる役員の方々と22回の

対話を行いました。これは取締役会の21回より多い開催回数

です。社外取締役として、まずは、理解を深めるためにさま

ざまな角度から質問し、答えていただく中で、ホールディン

グスの社外取締役として念頭に置かなければならない事項に

ついて頭の整理ができました。これはコーポレートガバナン

スの基盤とも言えますし、グループガバナンスを自分たちが

考えるうえでも大きな助けになったと感じます。

増田：グループガバナンスの進化という点で申し上げます。

私は監査等委員でもあるため、各グループ会社の監査を行っ

ています。全体的によく運営されていると感じていますが、

独立性を重んじる一方で、ホールディングスが適切に監督し

ているかは注視しています。

その点、ここ2年ほどでCXO制や事業オーナー制を導入し、

機能面・事業面を分化してチェック機能を強化しました。こ

のようなマトリクス型の経営の導入で、事業会社との間では

コンフリクトが生じてくることもあろうかと思います。このよう

なコンフリクトを通じて、CXO、事業オーナー、事業会社といっ

た各主体の責任・権限関係が整理されていくことによって、

グループガバナンスがより一層進化していくことになると思っ

ており、これは非常によいことだと思っています。

稲垣：私が社長を務めていた時期には、私以外のCXOはCFO

しかおらず、菊田さんが務めていました。しかし、菊田さんが

社長に就任するとすぐに、Chief Information Officer 兼 

Chief Digital OfficerやChief Compliance Officerなど、CXO

を次々と外部から登用しました。菊田さんの描くグループガ

バナンスの姿が明確に伝わってきました。2023年度はグルー

プガバナンスのレベルが格段に上がったと感じています。

しかも他社でグループ運営の経験を持つベストタレントを

CXOとして招聘することで、私たちが認識できていなかった

課題が明らかになり、グループ全体に推進力が生まれました。

これらの動きは菊田さんの描くマトリクス経営の一環であり、

彼の経営ビジョンが実現されたと感じます。

CXOの招聘は当然、指名諮問委員会にも事前に報告が上

がり、承認を得ながら進めてきましたが、彼のリーダーシッ

プがこの成功の鍵であったと感じています。

増田：これまでグループ経営の中で、各事業会社の独立性

を尊重し、それぞれが成長してきました。これは良い点であり、

今後も尊重すべきだと思いますが、ホールディングスとして

は、グループ全体の資源配分や回収についても考えていか

なければなりません。そのため、今回のCXO制の導入によっ

て、各事業会社に対して機能的な介入や監督が可能となり

ました。

マトリクス経営によって、各事業会社とCXOの間にコンフリ

クトが発生する可能性もありますが、グループガバナンスの

進化に向けて非常に効果があると私は思っており、監査等委

員として、大いに期待しているところです。

新貝：菊田さんの変革リーダーシップは素晴らしいものだと

考えています。これが可能になった背景にはいくつかの要因

があります。まず、ホールディングスの社長と第一生命の社

長を分けたことが大きな要因です。ホールディングスの社長

がグループ全体を最適化するための時間を確保できるように

なり、グループの経営に集中できるようになりました。

さらに、外部からの人財を招聘するために、報酬制度の見

直しを2022年度の時点で行っていました。具体的には、役

員報酬制度をジョブ・バリューに基づくものに変更し、海外

からの人財を登用する際の柔軟性も併せて確保しました。

この2つの要因は非常に重要だったと思っており、菊田さん

はそういった新たにできた土壌を十二分に活用されているな

と感じています。

取締役会レベルでは、健全な緊張関係、すなわち「プロダ

クティブテンション」を保ちつつ、社外取締役と社内取締役

が忌憚なく議論できる文化が醸成されています。ベネフィット・

ワンの議論でも見られたように、各取締役が積極的に意見を

述べることができる関係性が構築されています。

最後に、菊田さんのサクセッションの際に、菊田キャビネッ

ト構成をどうするかについて稲垣さんが影響力を全く行使さ

れなかったことは特筆すべき点だと感じます。日本企業では、

社長が会長となって影響力を行使し、それで院政を敷いてし

まったとか、あるいは、前社長がやったことは変えられない

といったことが多く見られましたが、「昨日からの延長線上に

明日はない」ということを、身をもって体現されたことは大変

重要なことであり、これは、日本企業が変革を遂げるための

一つのモデルケースなのではないかと思います。

中長期的な価値創造に向けて

増田：今後の課題ですが、私たちが強調しているのは、進

出すると同時に撤退もきちんと行う必要があるということで

す。新規進出は勇ましく見えるのに対して、撤退や回収は大

変であり、嫌な役割です。しかし、これもスクラップ＆ビル

ドでしっかりと行う必要があります。ホールディングスとして

グループ全体の収益と企業価値を上げるためには、このバラ

ンスが重要です。

国内には生命保険会社だけでなく、不動産グループや運用

会社もあります。これらの強みを活かし、総合的に取り組む

ことで、さらなる発展を目指していくべきだと考えます。

稲垣： 私たちがまだ想定していない新たな事業が、グループ

のビジネスドメインに入ってくる可能性もあると考えています。

取締役会としても、執行との対話を行いながら、新たな成長

機会に対して、資本循環経営のもとでしっかりとリスクテイク

することを後押ししていくことが重要だと考えています。

新貝：私が改めてお伝えしたいのは、企業を変革する立役者

は取締役会ではなく、CEOだということです。素晴らしい

CEOが企業を変革し、成長させ、企業価値を上げた例は世

界中に多くあります。取締役会の重要な責務は、そうした優

れた経営執行陣を選び、必要な関与を通じて企業価値を長期

的に継続的に向上させることです。そのためには、実効性の

あるコーポレートガバナンスが必要です。すなわち、優れた

CEOを選び、CEOが素晴らしいチームを構築することを促す、

といったことです。

私が社外取締役に就任した5年前と比べると、取締役会の

雰囲気はガラッと変わりました。厳しい提言を社外取締役が

多くしてきましたが、それに対して当時社長であった稲垣さん

が真正面から受け止めたことが大きな要因だと思います。稲

垣さんが勇気をもって伝統を変えるという大きな決断をしたこ

とがターニングポイントでした。長い歴史のある会社におい

て伝統を変えることは簡単ではありませんが、変化の激しい

時代にお客さまのニーズや世の中の変化に対応するために必

要です。

稲垣：取締役会や社外取締役が成長をリードすることはない

と思いますが、良い取締役会とそうでない取締役会があった

時に、企業価値をしっかりと生み出すことができるのは前者

だと思います。取締役会のカルチャーは議長がつくるもので

はなく、各取締役が会社のビジョンに共感し、全力で貢献す

ることで形成されます。現在の取締役会は皆さんのご協力の

おかげで非常に良いカルチャーが育まれています。これが菊

田さんのパフォーマンスにも良い影響を与えていると感じて

います。

また、先ほど新貝さんがおっしゃったとおり、取締役会に

は健全な緊張感が必要です。これは社内取締役では実現しづ

らいものであり、社外取締役の皆さんに感謝しています。社

外取締役が積極的に意見を述べ、社内取締役も「違うと思っ

たら建設的に言い返す」カルチャーが大切です。これにより、

ボードレベルで方向性が決まり、中長期的な価値創造につな

がって、株主の方々をはじめとするステークホルダーの期待

に応えることができると思います。

石井法律事務所 パートナー。 2016年より当
社社外取締役（監査等委員）に就任。 取締役
会などで企業法務に関する知見を活かし客観的
な視点から積極的に意見を提供し、経営を監督・
監査する役割を担っている。

前田幸一

監査等委員会委員長

2017年より当社代表取締役社長、2023年よ
り同取締役会長に就任。 当社グループの一員
として経営企画と運用企画に携わり、 豊富な業
務知識と経験を持つ。 株式会社化の中心的な
役割を果たし、成長戦略を策定し実行してきた。

稲垣  精二
取締役会長

Seiji Inagaki
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